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［要約］ 

 
 本稿は，交絡変数の測定誤差が合流点バイアスをもたらす場合に焦点を当てて，因果効

果の推定に与える影響を明らかにすることを目的とする。因果効果の推定の文脈では，交

絡変数は統制すべき変数であるが，交絡変数が完璧に測定できない場合や構成概念の場合，

一般的にはそれらの代理指標を統制することでバイアスの一部を除去するという対応をと

る。けれども，その代理指標の測定誤差が内生的に生じる場合，代理指標を統制すること

で，合流点バイアスが生じるため，代理指標を用いて交絡変数を統制すべきか否かという

ジレンマが生じる。このような場合に，バイアスがどのような挙動を示すのかを明らかに

することで，統制するか否かの判断材料を提供できると考え，本稿ではバイアスの挙動を

明らかにした。結論としては，合流点バイアスをもたらす代理指標を統制する場合，代理

指標の相関が高くなるにつれてバイアスが小さくなるわけではなく，その他の様々な要因

から影響を受けることが明らかになった。 

 
［キーワード］ 

 
 測定誤差，合流点バイアス，代理指標，因果推論 

 
1 序論 

 

 本研究の目的は，交絡変数の測定誤差i）が合流点バイアス（collider bias）をもたらす場

合に焦点を当てて，因果効果の推定にどのような影響を与えるのかについて明らかにする

ことである。合流点バイアスとは，統制することによってバックドアパスが開き，バイア



スが生じることである（林・黒木 2016；黒木 2017）。大久保（2019）の例に従って，図 1

のような有向非巡回グラフ（Directed Acyclic Graph：DAG）を描いた場合，C は A と Y

からの合流点であり，A と Y は，元々独立であるにも関わらず，C を統制することによっ

て，相関関係が生じる。そのため統制すべき変数ではなく，このような相関関係から生じ

るバイアスは合流点バイアスと呼ばれるii）。 

 

図 1 

 
 このような合流点バイアスは，選択バイアス（endogenous selection bias）などが典型

であるが，測定誤差によっても生じることが考えられる。例えば，図 2 は，A という処置

変数の因果効果を推定したい場合に，C が交絡変数（confounder），P が代理指標（proxy 

variable），であり，P と Y の両方に影響を与える未観測要因の変数 U がある場合に描け

る DAG である。この時，C は交絡変数であるため，当然，統制すべき変数であるが，代

理指標 P によってしか観測できない。図 3 のように U が存在しなければ，代理指標の P

で統制することで，バイアスの一部を除去（partial control）し，新しいバイアスをもたら

すことはない（Elwert and Winship 2014）ため，代理指標 P での統制が基本的には推奨

されるiii）。しかしながら，図 2 の場合，P を統制することによって，U→P←C というバッ

クドアパスが開いてしまい，統制すべきか否かの判断が困難になる。 

 

 

図 2 



図 3 

 
 例えば，P を統制した以下の式（1）における𝑏 ∗（以下，真値との差分を p-bias）と P

を統制しない場合の式（2）の𝑏∗∗（以下，真値との差分を a-bias）は，どちらも真値の不

偏推定量ではないことが予想されるが，どちらのバイアスが小さいのであろうか。また，

どのような条件下で，p-bias よりも a-bias が小さくなり，代理指標である P を統制しな

い方が良いのであろうか。この 2 点を明らかにするために，本稿では p-bias の挙動を数理

的なエビデンスによって示すこととする。 

 

𝑌 𝑏∗𝐴 𝑏∗𝑃 𝑢  （1） 

𝑌 𝑏∗∗𝐴 𝑢  （2） 

 
2 社会学の文脈における交絡変数の測定誤差 

 
2.1 社会階層研究 

  
本稿の関心である代理指標による合流点バイアスは，多くの構成概念を抱える社会科学

にとって，特に重要な問題であると考える。本節では具体的な社会科学の文脈に基づいて，

図 2 のような DAG となる代理指標の事例を説明していく。 

 第一に考えられるのが，社会経済的地位（Social economics status：SES）を交絡変数

として用いる社会階層研究などであろう。社会階層研究だけでなく，多くの社会科学の研

究は SES が重要な交絡変数として用いられることが多い。けれども，SES は，構成概念

であり完全には測定できないことが多く，操作的に，親の職業や年収などの代理指標が用

いられてきた。一方，代理指標から，SES という構成概念がうまく構成されているか，即

ち代理指標の妥当性についての議論はそもそも困難である。加えて，これまでは家庭の

SES を親から直接測るのではなく，子ども（本人）に親（本人の親）の SES を尋ねる代

理回答が多く（平沢 2015），いわゆる測定誤差という代理指標の信頼性の問題も考えられ



る。そうすると，仮に構成概念 SES に真値が存在するとした場合，代理指標や代理回答で

得られた値には，代理であるが故に，信頼性と妥当性の問題により「不確か」なものにな

りうる。「不確かさ」は，他にも未回答や回答拒否，虚偽・誤回答，記憶の曖昧さ，質問内

容の不適切性・バイアス・誘導など多様に生じうる余地がある。 

 このように「代理」であることは常に“不確かさ”iv）を伴っており，子ども(本人)に親

（本人の親）の SES を尋ねることを通じて得られた観測値は，測定誤差を伴う代理指標で

あったと考えられるv）。例えば，子どもによる代理回答の場合，子が親の SES に関する情

報にアクセスすることが出来るかに依存する（Looker 1989）と指摘されているように，

家族の親密さなどは，代理回答に伴う測定誤差を内生的に引き起こす要因であり，図 2 の

U として考えられる。つまり，図 2 の DAG に具体的に変数を入れると図 4 のようになる。 

 

図 4 

 

 この時，前節で紹介した通り，測定誤差を伴う P（子どもによって測定された親の SES

など）を統制することによって，SES の代理指標として交絡を一部統制できる一方，P が

合流点であるため，U→P←C という合流点バイアスが生じることとなる。 

 

2.2 能力の自己評価 

  

その他の文脈では，自己評価された能力なども考えられるだろう。例えば，留学効果を明

らかにする際に，能力を交絡変数として統制することを考える。従属変数は，自己申告の

TOEIC の点数としよう。この場合，交絡変数の能力も従属変数も自己評価であり，例え

ば，社会的望ましさバイアス（social desirability bias：SDB）によって測定誤差を伴うこ

とが予想される。SDB とは，回答者が自分をよく見せようとする傾向（Groves et al. 



2004=2011）である。本稿の例で言えば，自分をよく見せようと TOEIC の点数や能力を

より高く回答することが考えられる。この場合，SDB が生じやすい個人属性などvi）が図 2

の U として考えられる。 

 このように社会科学の文脈で，図 2 のような DAG の事例はいくつか考えられる。測定

誤差が因果効果の推定に与える影響についての先行研究は，処置変数（図 2 で言うと A）

の測定誤差（Jerrim and Micklewright 2014；Engzell and Jonsson 2015 など）や，従属

変数（図 2 で言うと Y）の測定誤差（VanderWeele and Hernan 2012），交絡変数（図 2

で言うところの C）の測定誤差（Frost 1979，Ogburn and VanderWeele 2012）などが挙

げられるが，測定誤差による合流点バイアスの影響を考慮したものは数少ない。 

 社会学の文脈では，測定誤差による合流点バイアスについて，Engzell（2019）が，生徒

の自己申告によって測定された本の冊数の測定誤差が，合流点バイアスをもたらす場合に

ついて考察している。これは，処置変数の測定誤差であるが，その測定誤差が内生的に生

じるため合流点バイアスをもたらす事例である。一方，本節で二つの事例を挙げた通り，

社会学の文脈では，交絡変数の測定誤差が内生的に生じる場合も考えられるが，これまで

は焦点が当てられていなかった。 

 そこで，本稿では，P を統制した際に，合流点バイアスをもたらす事例について，①p-

biasがどのような挙動を示すのか，②a-biasとの関係からどのような条件下で，統制する，

またはしない方が良いのかといった条件を明らかにする。 

 以下，3 節では，P を統制した場合のバイアスについて一つの事例を示し，そのシミュ

レーションを行う。4 節では，p-bias の挙動を明らかにする。5 節では，まとめと今後の

課題を提示する。 

 

3 代理指標を統制した場合の因果効果のバイアス 

 

3.1 合流点バイアスの事例 

  

本節では，図 2 における p-bias についてシミュレーションを行い，どのような挙動かを

示す。まず，シミュレーションを行う上で，以下の式のデータ生成過程を考える。 

 

𝐶~𝑁 0,1  

𝑈~𝑁 0,1  

𝐴~2𝐶 𝑢  

𝑌~3𝐴 4𝐶 5𝑈 𝑢  

𝑃~𝛽 𝐶 𝛽 𝑈 𝑢  



 

図 5 

 

  このようなデータ生成過程のもと，𝛽 が変化することで，p-bias がどのように変化す

るかをシミュレーションする。ここで，𝛽 を変化させるのは，交絡変数 C と相関の高い，

または低い代理指標で統制した場合に p-bias がどのように変化するかを明らかにするた

めである。ここでは，𝛽 は 1 に固定し，𝛽 を便宜的に 1 から 10 まで変化させている。つ

まり，U からの影響が一定の場合に，C と P の相関が強くなると p-bias がどのように変

化するかを示している。 

図 6 



図 6 より，𝛽 を 1 から 10 まで変化させたときに，ある一定の値まで下り，その後上昇し

ていくことが分かる。𝛽 が 1 以外の点においては，p-bias はマイナスであり，真値を過少

推定していることも分かる。つまり，P による合流点バイアスが生じる場合には，U が P

に与える影響の強さに比して，C からの影響が相対的に強い場合に，過少推定される可能

性があるということである。この結果から，p-bias は，U から P への影響の強さと C から

P への影響の強さの双方を考慮しなければならないことが分かる。 

 

4 p-bias の一般化 

 

4.1 データの生成 

 

 前節では，一つの事例から p-bias のシミュレーションを行なってきた。しかし，一つの

事例であり，その他の条件については考慮されていない。そこで，本節では，p-bias につ

いてより一般化して考えるための材料を提供する。以下では，全てのパラメータが正であ

り，変数間の全ての関係性が線形関係であることを前提とする。そして，図 2 のデータ生

成過程として以下を考える。なお，A，Y，C，P は全て正規化されたものとするvii）。 

 

𝑈 ~𝑁 0, 𝜌  

𝑈 ~𝑁 0, 𝜌  

𝐶~𝑁 0,1  

𝐴~𝛽 𝐶 𝑈  

𝑌~𝛽 𝐴 𝛽 𝐶 𝑈  
𝑃~𝛽 𝐶 𝛽 𝑈  

 

 A の Y に対する純粋効果を調べる際に，交絡 C を統制しないといけないが，それを統制

しない場合，いわゆる脱落変数バイアス（omitted variable bias）が発生し，その際の回

帰係数𝑏 ∗は次の式になる。 

 

𝑏 ∗ 𝛽 𝛽 ∙ 𝛽 ∙
𝜎
𝜎

＝𝛽 𝛽 ∙ 𝛽  

 

 真の因果関係である𝛽 と，a-bias と呼ばれる𝛽 ∙ 𝛽 （C と A の不偏推定量と C と Y の不

偏推定量を掛け合わせたもの）という部分からなる。なお，𝛽 ∙ 𝛽 を𝑞 とすると，𝑞 は即ち

交絡 C がもたらすバイアスの程度と言える。 

 一方，P は C と UY から生成されているが，合流点バイアスをもたらす場合の代理指標



の適切性は，C と UY の双方から影響を受けるという意味で，P と C の不偏推定量と P と

UYの不偏推定量の比（「相対的な影響力の強さ」）で表せる。その比を𝑞 とすると，𝑞 は次

の式となる。 

 

𝑞
𝛽
𝛽

∙
𝜎

𝜎
𝛽

𝛽 ∙ 𝜌
 

 

 A，Y，C，P は正規化されたものであるという条件の下で，生成過程の各係数は𝜌 ，𝜌 ，

𝑞 ，𝑞 からなる以下の式に書き換えられる。 

 

𝛽 𝑞 𝑞 1
𝑞

1 𝜌
𝜌  

𝛽 1 𝜌  

𝛽
𝑞

1 𝜌
 

𝛽
𝑞

𝑞 1
 

𝛽
1

𝑞 1 ∙ 𝜌
 

 

4.2 p-bias 

 p-bias，即ち，P を統制するときの A の回帰係数と真値𝛽 との差分は， 

 

𝑝 𝑏𝑖𝑎𝑠
, , ∙ ,

,
∙ 𝛽   （3） 

 

で示すことが出来る。また，図 2 からわかるように， 

 

𝑐𝑜𝑟𝑟 𝐴, 𝑃 𝛽 𝛽  

𝑐𝑜𝑟𝑟 𝐴, 𝑌 𝛽 𝑞  

𝑐𝑜𝑟𝑟 𝑃, 𝑌 𝛽 ∙
𝜎
𝜎

∙ 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 ∙
𝜎
𝜎

∙
𝜎
𝜎

𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝜌  



であるため，（3）式に代入して整理すると，次のようになる。 

 

p bias
𝛽 𝑞 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝜌

1 𝛽 𝛽
∙

𝜎
𝜎

𝛽
𝑞 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝛽 𝜌

1 𝛽 𝛽
 

 

 ここでまず，p-bias の値は，A の真の因果効果𝛽 と関係しないということが分かる。さ

らに𝜌 ，𝜌 ，𝑞 ，𝑞 からなる式に書き換えると，p-bias は次の式になる。 

 

p bias   （ 4） 

 

𝑞 は実質的に a-bias であることを念頭に，すべてのパラメータは正という前提の下から上

式を見ると，次のことが分かる。P に C の影響力が全くない𝑞 が 0 の場合に，p-bias は a-

bias と同じになる。そして P に C の影響力が大きく，その影響しかない場合，即ち𝑞 が無

限に大きくなる場合に，結局 p-bias は 0 に近づいていくことが確認できる。 

 そして，唯一𝑞 は次の式（5）を満たすときだけに，p-bias がちょうど「0」となる。 

 

𝑞
∙

  （5） 

 

4.3 p-bias と a-bias の比較 

 

 実際に，合流点バイアスが生じることを踏まえて P を統制するか否かについて議論する

際に，代理指標の「相対的な影響力の強さ」がもたらす p-bias と，合流点バイアスが生じ

るためあえて何も統制しない場合の a-bias との比較をする必要がある。そこで，本節では，

p-bias と a-bias の比の絶対値をℒとし，𝑞 によるℒの変動に注目する。 

 

ℒ
𝑏𝑖𝑎𝑠
𝑏 ∗ 𝛽

𝑞 𝑞 1 𝜌 𝜌
1 𝜌 𝑞

𝑞

𝑞 1 𝜌 𝜌 𝑞

𝑞 𝑞 𝜌 𝑞
 

 

①𝑞
∙

の時，ℒ
∙ ∙

∙ ∙
 



 

∂ℒ
∂𝑞

1 𝜌 𝜌 ∙ 𝑞 𝑞 𝜌 𝑞 𝑞 1 𝜌 𝜌 𝑞 ∙ 2𝑞 𝜌 𝑞

𝑞 𝑞 𝜌 𝑞
0 

 

 その区間において，偏微分は常にマイナスである。𝑞 即ち代理指標としての「相対的な

影響力の強さ」の増加は，p-bias を小さくすることにつながる。 

 

②𝑞
∙

の時，ℒ
∙ ∙

∙ ∙
 

∂ℒ
∂𝑞

𝑞 ∙
1 𝜌 𝜌 ∙ 1 𝜌 𝑞 1 𝜌 ∙ 𝜌 ∙ 𝑞 𝑞 ∙ 2𝜌 𝑞

𝑞 𝑞 𝜌 𝑞

𝑞 ∙
1 𝜌 𝜌 𝜌 ∙ 𝑞 2𝜌 𝑞 ∙ 𝑞 1 𝜌 𝜌

𝑞 𝑞 𝜌 𝑞
 

 

 この区間において，𝑞 は次の式（6）を満たすときのみ偏微分
ℒ
が 0 となり，ℒはその区

間の 大値となり，つまり p-bias はマイナスの方の 小値とっている。その時の代理指標

としての「相対的な影響力の強さ」を示す，q2 の下限を𝑞 と置くと，以下の式（6）を満

たすときに，マイナスの場合に も大きなバイアスが生じている。 

 

𝑞
∙

∙
  （6） 

 

 その時の p-bias と A-bias の比ℒの上限をℒと置くと，ℒは次の式となる。 

 

ℒ
∙ ∙

∙ ∙

∙

∙

⎝

⎜
⎛

∙

∙
⎠

⎟
⎞

  （7） 

 

 以上の計算から見ると，p-bias の変化は次のようにまとめることができる。まず，𝑞 が

大きくなるにつれて，a-bias よりも小さくなっていく。そして，𝑞
∙

の時に，p-

bias が偶然「0」となる。その後，p-bias は引き続きマイナスの方に下がり，0 より小さい

値を取り，𝑞 の時に下限値である。下限値をとった後は，𝑞 が大きくなるにつれて上昇し，



0 に向かって収斂していく。 

 

4.4  p-bias と a-bias の比の上限ℒ 

 

上記の式（7）から分かる通り，合流点バイアスが も大きな影響を与えているときの p-

bias と a-bias の比の絶対値，即ちℒは𝑞 ，𝜌 ，𝜌 によって決まる。ℒの値が極端に大きい

ということは，𝑞 の値によって，p-bias が a-bias よりも激しく生じるリスクが高いと解釈

できる。逆に，ℒが「１」より小さい場合，𝑞 の値がいずれの値でも，p-bias は常に a-bias

より小さいということになる。即ち，代理指標の「相対的な影響力の強さ」について議論

しなくとも，とりあえず代理指標を統制したほうがより真値に近いものが得られるという

判断が可能である。 

 本節では，ℒの値と𝑞 ，𝜌 と𝜌 との関係を調べていく。簡単化を期すため， 

 

∙ 𝜌 =𝑋 

 

と表記すると，ℒは次のように整理できる。 

 

ℒ
𝑞 𝑋

𝑞 𝑞 ∙
𝑞 𝑞 𝑋

√𝑋

 

 

 まず，ℒと𝑞 との関係を見ると，下の式から分かるように，偏微分は常にマイナスである。

このことは，他のパラメータが一定の下，𝑞 ，即ち a-bias が大きいほど，p-bias が相対的

に小さく見えること，そして，同時に p-bias が 0 になる時の𝑞 も大きくなるということで

ある。 

 

∂ℒ
∂𝑞

𝑞
𝑞 𝑋

∙ 𝑞 𝑞 ∙
𝑞 𝑞 𝑋

√𝑋
𝑞 𝑋 ∙ 1

𝑞 𝑞 𝑋

√𝑋
2𝑞 ∙

𝑞 𝑞 𝑋
𝑋 ∙ 1

𝑞
𝑞 𝑋

𝑞 𝑞 ∙
𝑞 𝑞 𝑋

√𝑋

𝑞 ∙ 1
𝑞 𝑞 𝑋

√𝑋
𝑞 𝑋 ∙ 1

𝑞 𝑞 𝑋

√𝑋
𝑞 𝑋 ∙ 2𝑞 ∙

𝑞 𝑞 𝑋
𝑋 ∙ 1

𝑞
𝑞 𝑋

𝑞 𝑋 ∙ 𝑞 𝑞 ∙
𝑞 𝑞 𝑋

√𝑋

0 



一方，ℒとＸとの関係は次のように計算できる。 

 

𝜕ℒ
𝜕𝑋

1
2 ∙ 𝑞 𝑋

∙ 1
𝑞 𝑞 𝑋

𝑋 𝑞 𝑋 ∙ 2 ∙
𝑞 𝑞 𝑋

𝑋 ∙
𝑋

2 ∙ 𝑞 𝑋
𝑞 𝑞 𝑋

𝑞 ∙ 1
𝑞 𝑞 𝑋

𝑋

1
2 ∙ 𝑞 𝑋

∙ 1
𝑞 𝑞 𝑋

𝑋
𝑞 𝑞 𝑋

𝑋 ∙ 𝑞 2𝑞 𝑋

𝑞 ∙ 1
𝑞 𝑞 𝑋

𝑋

0 

 

 以上から，X が大きいほど，ℒも大きくなることが分かる。X の内訳を見ると，A の誤差

分散が小さいほど（C によって説明される部分が大きいほど），そして Y の誤差分散が大

きいほど（A と C によって説明される部分が小さいほど），p-bias の下限が低くなる。言

い換えると，X が大きくなるにつれて，P を統制したほうがむしろ真値から離れることに

なるリスクが高いということである。 

 

5 まとめと今後の課題 

 

 本稿では，測定誤差を伴う代理指標が合流点バイアスを引き起こす場合に焦点を当てて，

p-bias の挙動を明らかにし，a-bias との関係から統制する，またはしない条件を明らかに

した。本稿で，明らかになった知見は以下の二点である。 

 まず一点目が，p-bias の挙動を確認したところ，𝑞 が小さい場合においては真値から正

の方向にバイアスが生じるが，大きくなるにつれて負の方向へとバイアスが生じ， 終的

には𝑞 が大きくなるにつれて 0 に収束する。正の方向から負の方向へとバイアスの向きが

逆になるまでの間で，偶然にも p-bias が 0 となるときの𝑞 は，式（5）で表される。これ

まで構成概念 C と代理指標 P との関係は，より正確に測定できている（相関が高い）方が

良いという暗黙の前提が共有されていたviii）。けれども，本稿の事例のように交絡変数の測

定誤差が合流点バイアスをもたらす場合は，𝑞 の値に依っては相関が高い場合にむしろ負

の方向へとバイアスがもたらされ，因果効果を過小評価する場合があることが明らかにな

った。 

 二点目に，p-bias と a-bias の比ℒから，𝑞 ，𝑞 の値によっては統制しない場合の a-bias

の方が相対的に小さくなることが分かった。この時の条件を，4.3 節，4.4 節で提示した。

𝑞 が小さい場合には，p-bias の方がバイアスの絶対値は小さくなり，統制した方が真値に

近い推定値が得られる可能性が高いix）。 



 処置変数の測定誤差や従属変数の測定誤差に比して，交絡変数の測定誤差については，

研究蓄積が少なかった。そのため，本稿では一つの事例に焦点を当てて，交絡変数の測定

誤差について考察を行ってきた。今後は，実データを用いた分析結果に𝑞 が変化すること

によって，因果効果がどのように変化するかという感度分析を行うことを考えている。 

 

補図 1 
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誤差，③回答者に起因する測定誤差の三種類に分けている。どのように生じた測定誤差

であっても，それが何かしらの影響を受けて内生的に測定誤差が生じる場合，合流点バ

イアスが生じるため，DAG としては全て図 2 となる。そのため，本稿では単に測定誤差

と呼ぶこととする。 
ii） 社会学における合流点バイアスの様々な事例は，Elwert and Winship（2014）参照

のこと。 
iii） ただし，Frost（1979）によれば，図 3 のような DAG であっても必ずしも，代理指

標の P を統制した方が良いわけではなく，その他の変数の相関の強さに依存することを



 
指摘している。 

iv） 測定の技術や計測評価を行ってきた自然科学系では，従来「誤差」や「精度」と表現

されてきたものが，実のところは分野や国により用いられ方が多様であった。このため，

国際標準化機構（ ISO）を中心に，Guide to the Expression of Uncertainty in 

Measurement（GUM）がまとめられ，測定誤差や精度に替わる用語＝「不確かさ」

（Uncertainty）が確立しているようである。本稿ではこうした動向を踏まえながらも，

以降では親和性の高い「誤差」を引き続き用いることとする。また，SES という構成概

念に親の職業や年収を用いることによる①構成概念と代理指標の差異と②代理指標とデ

ータとして得られた代理指標の値との測定誤差のどちらも DAG としては図 2 であるた

め，本稿では別問題として扱わず議論を続けることとする。 
v） 実際に子どもに親の SES を尋ねた場合の測定誤差について論じたものとして，Looker

（1989）や白川（2020）参照のこと。 
vi） ただし，SDB は回答者が社会的に受け入れられやすい方向で回答する傾向であるた

め，調査の目的や質問内容などによって変化するであろう。そのため，本稿ではあえて

具体的に特定することなく，個人属性と抽象的に記述している。 
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の場合）や，世代間移動表の分析（余田 2018）においては測定誤差が小さいことが望ま
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The purpose of this paper is to clarify the impact of measurement error in confounding 

variables on the estimation of causal effects, focusing on the case where measurement error 

in confounding variables leads to collider bias. In the context of causal effect estimation, 

confounding variables are variables that should be controlled for, but when confounding 

variables cannot be measured perfectly or are constructs, the general response is to eliminate 

part of the bias by controlling for their proxy variable. However, when the measurement 

error of the proxy variable is endogenous, a dilemma arises as to whether or not the 

confounding variables should be controlled using the proxy variable, because controlling 

the proxy variable will cause confluence bias. In this paper, we clarified the behavior of the 

bias in such cases, because we thought that clarifying the behavior of the bias would provide 

a basis for deciding whether to control or not. In conclusion, it was found that when 

controlling for a proxy variable that causes confluence bias, the bias does not become 

smaller as the correlation of the proxy variable increases, but is affected by various other 

factors.  
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